
四日市市告示第２１６号 

四日市市耐震シェルター設置事業補助金交付要綱を次のように定める。 

令和７年３月３１日 

四日市市長 森 智広 

四日市市耐震シェルター設置事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、地震による住宅の倒壊から居住者の生命を守り、地震に強い

まちづくりを進めることを目的として、市内の木造住宅で耐震シェルターを設置

する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて四日市市補

助金等交付規則（昭和５７年四日市市規則第１１号）に規定するもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 旧基準木造住宅  四日市市木造住宅耐震診断事業実施要綱（平成１５年四日

市市告示第２１２号）第３条に規定する住宅をいう。 

(2) 木造住宅耐震診断 次のいずれかに該当する診断をいう。  

ア 四日市市木造住宅耐震診断事業実施要綱に基づく診断  

イ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）に基づく登録を受けた建築士事務所

に所属する建築士であり、三重県が後援又は一般財団法人日本建築防災協会が

主催する三重県木造住宅耐震診断講習を受講した者（以下「受講耐震診断者」

という。）が三重県木造住宅耐震診断マニュアル（一般財団法人日本建築防災

協会発行の「木造住宅の耐震診断と補強方法」準拠）又は一般財団法人日本建

築防災協会発行の「木造住宅の耐震診断と補強方法」の一般診断法、精密診断

法1（以下「三重県木造住宅耐震診断マニュアル等」という。）に基づいて行っ

た診断 

(3) 耐震シェルター 住宅内に設置することにより、当該住宅が倒壊した場合でも

居住者の生命の安全を守る機能を有する構造物として市長が認めるものをいう。 

 （対象住宅） 

第３条 補助金の交付対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、次の各号のす

べてに該当するものとする。 

(1) 旧基準木造住宅  

 (2) 木造住宅耐震診断において、三重県木造住宅耐震診断マニュアル等による評点

が０．７未満とされた住宅 



 (3) この要綱及び四日市市耐震シェルター設置事業補助金交付要綱（平成２２年四

日市市告示第１５２号）、四日市市木造住宅耐震補強計画費補助金交付要綱（平成

１８年四日市市告示第９３号）、四日市市木造住宅耐震補強工事等補助金交付要綱

（平成１６年四日市市告示第１９８号）の規定による、補助金の交付を受けていな

い住宅 

 (4) 現に人が居住し、又は居住が見込まれる住宅 

（交付の対象） 

第４条 補助金は、市内の対象住宅の１階部分に耐震シェルターを設置する者に対し、

交付するものとする。 

２ 補助の対象となる経費は、耐震シェルターの購入及び設置に要する費用（住宅 1 

棟にあたり１箇所に要する費用に限る。以下「補助対象経費」という。）とし、以 

下のいずれかに該当するものとする。ただし、リース契約や維持保全等にかかわる 

費用については補助対象経費から除外する。 

(1) 耐震シェルターの購入費 

(2) 設置費（設置運搬に必要な運搬費含む） 

(3) 工事費（設置に必要不可欠な床下工事費含む） 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（当該額が７５万円を

超えるときは、７５万円）を限度とし、予算で定める範囲内において、これを交付す

るものとする。 

２ 前項の規定により算出された補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てるものとする。 

（補助金交付申請及び決定） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、耐震

シェルター設置事業補助金交付申請書（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添

えて市長に提出しなければならない。 

 (1) 木造住宅耐震判定書の写し 

(2) 補助対象経費の見積書等の写し 

(3) 対象住宅の所有者が確認できる書類 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請に係る書類を

審査のうえ、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、耐震シェルター設置

事業補助金交付決定通知書（第２号様式）により申請者に通知するものとする。  

３ 市長は、前項の規定による補助金交付の決定の際、申請者に必要な条件を別に



付することができる。 

 （計画の変更等） 

第７条 申請者は、申請内容を変更又は中止するときは（軽微な変更を除く）、耐

震シェルター設置事業補助金変更・中止承認申請書（第３号様式）に変更・中止

の内容及び理由を確認することができる書類を添付して市長に提出しなければな

らない。  

２ 前項の軽微な変更とは、予定工期の変更及び補助金額に変更がなく、補助目的

の達成に支障がないと認められる場合であって、補助対象経費全体及び各項目に

おける２０パーセント以内の変更をいう。  

３ 市長は、第１項の申請を受理した場合において、内容を審査し、適当と認めた

ときは耐震シェルター設置事業補助金変更・中止承認通知書（第４号様式）によ

り申請者に通知するものとする。  

（完了実績報告） 

第８条 申請者は、耐震シェルターの設置が完了したときは、速やかに耐震シェル

ター設置事業補助金完了実績報告書（第５号様式）に次の各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。  

(1) 契約書の写し 

(2) 領収書の写し 

(3) 補助対象経費の資料（明細書の写し等） 

(4) 耐震シェルターの設置前及び設置後の写真 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する報告は、耐震シェルターの設置が完了した日から起算して３０日を

経過した日又は補助金の交付の決定があった日の属する年度の３月２０日のいずれか

早い日までに行わなければならない。 

 （補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の実績報告書が提出されたときは、その内容を審査のうえ、適当

と認めたときは、補助金の額を確定し、耐震シェルター設置事業補助金交付確定通

知書（第６号様式）により申請者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第１０条 申請者は、前条の確定通知書を受けた日から起算して１０日以内に耐震

シェルター設置事業補助金支払請求書（第７号様式）を市長に提出しなければなら

ない。 

（補助金の交付） 



第１１条 市長は、前条の請求書が提出されたときは、速やかに補助金を交付するもの

とする。 

（決定の取り消し） 

第１２条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、補助金の交付の決定を取り消すことができる。 

 (1) 偽りその他の不正な手段により、補助金の交付の決定を受けたとき 

 (2) 補助金の交付内容、これに付した条件その他法令に違反したとき 

 (3) その他補助金の使用が不適当と認めたとき 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、その 

取り消しに係る補助金について、期限を定めて返還を命ずるものとする。 

（補助金の評価） 

第１４条 市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について

十分に検証するものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正または廃止、そ

の他適切な措置を講じるものとする。 

 （補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限りその効力を失う。 


